予算要求資料
平成26年度当初予算　支出科目　款：総務費　項：企画開発費　目：スポーツ振興対策費　　　
	事業名　新　２０２０ターゲットエイジ強化支援事業費


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　　教育委員会　スポーツ健康課　競技スポーツ係　電話番号：058-272-1111（内3354 ）

　　　　　　　E-mail：c17769@pref.gifu.lg.jp  

１　事業費　　       8,025千円（前年度予算額：    0千円）
＜財源内訳＞　
	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財産収入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	前年度
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0

	要求額
	8,025
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	8,025

	決定額
	8,025
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	8,025


２　要求内容
（１）要求の趣旨（現状と課題）
　・２０２０年に開催が決定した東京オリンピックにおいて、活躍できる選手の輩出を目的に、県内の中・高・大学生の選手の中で、日本代表などのトップレベルの選手に対して強化活動にかかる費用と体力測定に係る経費の一部を助成する。
・対象選手に対し、オリンピックのメダリストやメダリストの指導者を招いて、養成合宿を行う。

（２）事業内容

　【ランクに応じた強化費の助成】

1 指定選手（中央競技団体による日本代表）

2 指定選手（中央競技団体による日本代表候補、Ｂ指定など）

3 指定選手（中央競技団体による世代別・カテゴリー別日本代表）

  【体力測定の実施】

　　　　スポーツ科学トレーニングセンターにおいて、年2回体力測定を行うための費用を助成する。

　【メダリスト養成合宿の実施】
　　　　対象選手を一堂に集め、これまでのオリンピックメダリストやその指導者を招聘し、中・高・大学生時代に何をするべきか、講師の実績を交え講演を行うなど、養成合宿を実施する。
（３）県負担・補助率の考え方

　　　県10/10
（４）類似事業の有無
有　ジュニアグロウアップ作戦事業費
ジュニアグロウアップ作戦事業は小・中学生を対象とし、発掘・育成・強化を目的に各競技団体に助成するのに対し、本事業は中・高生のトップアスリートを対象に、東京オリンピックにおける出場・入賞を目指し、個人へ助成することでピンポイントでの強化を目的としている。

３　事業費の積算内訳
	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	報償費
	1,588
	指導者、選手選考委員に対する謝金

	旅費
	100
	指導者、選手選考委員に対する旅費

	需用費
	3
	会議費

	役務費
	116
	連絡経費、傷害保険料

	使用料及び賃借料
	218
	体力測定費、会議室使用料

	補助金及び交付金
	6,000
	強化費

	合計
	8,025
	


	　決定額の考え方　




４　参考事項
（１）各種計画での位置づけ
　　岐阜県清流の国スポーツ推進条例第13条

　　ぎふスポーツ推進計画

（２）後年度の財政負担
　　7年後の東京オリンピックまでは継続
（３）事業主体及びその妥当性
　・地元開催の大会で、地元選手が出場し活躍することで県民に活力を与え、地域振興の一助となることは、ぎふ清流国体の成果からも明らかである。
　・国の支援の対象以外の選手に対して、県で支援をしていく。

事業評価調書
	■  新規要求事業　

	□  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	・何をいつまでにどのような状態にしたいのか
　全日本選手は大会ごとに選出されるため、リオデジャネイロ・オリンピック、東京オリンピックへの出場者数を増やす。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	オリンピック出場選手数
	14名
（H24）
ﾛﾝﾄﾞﾝOR
	20名
（H28）
ﾘｵOR
	（H  ）
	（H  ）
	30名
（H32）
東京OR
	％


	
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	％



○指標を設定することができない場合の理由
	


（前年度の取組）

	・事業の活動内容（会議の開催、研修の参加人数等）




（前年度の成果）

	・前年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果

　


	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

○

	「ぎふ清流国体」に向けて長年強化を続けてきた本県のトップ選手が、ロンドンオリンピックでは１４名出場を果たした。国体を契機に高まった本県トップアスリートの競技力が一過性のものとならないよう、支援をしていく必要がある。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）


	

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)


	


（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
トップアスリートを取り巻く厳しい環境は、本事業のみで解消されるものではなく、様々な経費が必要となってくる。今後は、成年選手移行する中で、雇用の課題があり、県内企業による正社員としての雇用とセットで考えるべきである。


（次年度の方向性）
	・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか

２０２０年までは、継続して行うべきである。

日本代表等への指定の変更に伴うランクの変更や、他事業との重複指定がないよう随時入れ替えをする必要がある。


（平成２６年４月１日以降のこの事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）


清流の国推進部　スポーツ推進課　トップスポーツ係　電話番号：058-272-1111（内2951）


E-mail：c11172@pref.gifu.lg.jp








